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 経営戦略の概要 1.

 

 経営戦略策定の趣旨 1.1.

公共下水道事業は、快適で衛生的な生活環境への改善、公共用水域の水質保全のため、

欠くことのできない重要な都市基盤施設であるとともに、地球環境に配慮した循環型社会

の形成に大きな役割を担っている。 

湖西市の公共下水道事業は、平成 22年 3月 23 日に隣接した新居町と合併したことから、

旧湖西市の浜名湖処理区と、旧新居町の新居処理区２つの処理区で処理を行っている。浜

名湖処理区では平成 13 年 3 月に湖西浄化センターを供用開始、新居処理区（旧、新居町公

共下水道）は湖西浄化センターと同年同月に新居浄化センターを供用開始して、市内の汚

水処理を進めてきた。 

 

しかし今後は、人口減少や節水型生活様式の定着などにより、使用料収入の減少が見込

まれる一方で、下水道未整備区域の整備、既存施設の老朽化や耐震化対策など継続して設

備投資を行う必要があり、経営状況の悪化が懸念されている。 

各地方公共団体は、経営状況が厳しさを増す中にあっても、事業、サービスの提供を安

定的に継続できるよう、中長期的な視点に立った経営を行い、徹底した効率化、経営健全

化に取り組むことが必要であることから、公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経

営戦略」を企業ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、

経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を実現していくことが強く求められている。 

 

 計画期間 1.2.

経営戦略の計画期間は、令和３年度から令和 12 年度までの 10 年間とする。 

 

 対象事業 1.3.

経営戦略を策定する事業は、公共下水道事業とする。 
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 経営戦略策定の経緯 1.4.

下水道事業を将来にわたって安定的に継続していくためには、実情に対応した中長期的

な視野に立った経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、それに基づき施設、財務、

組織、人材等の経営基盤を強化することが必要となる。 

そのため、総務省は「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会」を開催し、公営企

業の経営のあり方について検討を行い、その成果である報告書「公営企業の経営戦略策定

等に関する研究会（平成 26 年３月）」がまとめられた。 

その後、平成 28 年に「経営戦略策定ガイドライン」が策定され、平成 31 年 3 月には「経

営戦略の策定・改定の更なる推進について」の通達により改めて策定を促すとともに、策

定済みの「経営戦略」についても PDCA サイクルを通じて質を向上させるため、「経営戦

略策定・改定ガイドライン」及び「経営戦略策定・改定マニュアル」が公表された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.1 経営戦略策定の経緯と概要 

 

平成 26 年 3 月 公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会 

公営企業の経営のあり方についての検討 

平成 28 年 1 月 「経営戦略」の策定推進について 

「経営戦略策定ガイドライン」、取組み事例、ひな型様式、 

経営戦略策定等に要する経費に係る財政措置（平成 30 年度まで） 

平成 31 年 3 月 「経営戦略」の策定・改定の更なる推進について 

「経営戦略策定・改定ガイドライン」、「経営戦略策定・改定マニュアル」、 

地方財政措置の延長（平成 32 年度まで） 

平成 26 年 8 月 公営企業の経営に当たっての留意事項について 

公営企業会計の導入、経営戦略の策定について取り組むことの必要性 
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 下水道事業経営戦略において盛り込む事項 1.5.

経営戦略策定改定マニュアル（総務省）には、以下の事項を下水道事業経営戦略に盛り

込むよう示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

＜経営戦略における記載事項＞ 

① 事業概要 

◇事業の現況 

◇民間活力等の活用 

◇経営比較分析表を活用した現状分析等 

 

② 将来の事業環境 

◇処理区域内人口予測・有収水量予測 

◇使用料収入・施設・組織の見通し 

 

③ 経営の基本方針 

◇経営理念、経営方針 

 

④ 投資・財政計画 

◇収支計画 

◇取組み事項（民間活力の活用(PPP/PFI、広域化・共同化・最適化等） 

◇今後の投資・財政・経費についての考え方や検討状況 

 

⑤経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

◇進捗管理・経営分析・見直し 

 ・各年度の決算状況 

  ・投資財政計画の実績や収支の乖離状況 
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 湖西市下水道事業の概要 2.

 

 湖西市の地勢 2.1.

 湖西市は、静岡県の最西端、愛知県との境にあり、東経 137°32′05″、北緯 34°42′

54″に位置し、市域は東西 11.2ｋｍ、南北 12.5ｋｍ、面積 86.56ｋ㎡である。 

 南側を遠州灘に、東側を浜名湖に接しており、浜松市、豊橋市に隣接し、本州のほぼ中

央に位置していることから交通・輸送の要所として古くから栄え、現在は湖西都市計画区

域として商業・工業や自然が一体となったまちづくりを進めている。 

 

 

 
出典：©Shogakukan 作図／小学館クリエイティブ 

図 2.1.1 本市位置図 
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 下水道事業の概要 2.2.

 浜名湖処理区は平成5年度に湖西市公共下水道全体計画を策定し、平成6年に事業認可(事

業計画)を取得し、平成 13 年から湖西浄化センターが供用開始されている。 

 新居処理区（旧、新居町公共下水道）は平成 5 年に全体計画を策定し、平成 6 年に事業

認可(事業計画)を取得し、平成 13 年から新居浄化センターが供用開始されている。 

 

表 2.2.1  湖西市下水道事業の概要 

事業種別 公共下水道事業 

処 理 区 浜名湖処理区 新居処理区 合計 

処理施設名 湖西浄化センター 新居浄化センター － 

事業着手年度 
(事業計画策定年度) 

平成6年度 平成6年度 － 

供用開始年度 平成12年度 平成12年度 － 

法 適 用 地方公営企業法適用済（平成30年4月1日から適用）  

全
体 
計
画 

目標年次 令和23年度（2041年度）  

面  積 
759.0ha 
市街化区域  ：625.3ha 
市街化調整区域：133.7ha 

387.2ha 
市街化区域  ：361.5ha 
市街化調整区域： 25.7ha 

1,146.2ha 

全体計画人口 27,313人 11,589人 38,902人 

全体計画 
汚水量 

日平均：11,230㎥/日 
日最大：13,450㎥/日 

日平均：4,140㎥/日 
日最大：4,960㎥/日 

- 

事
業 
計
画 

目標年次 令和9年度（2027年度）  

面  積 
571.9ha 
市街化区域  ：451.0ha 
市街化調整区域：120.9ha 

284.1ha 
市街化区域  ：258.5ha 
市街化調整区域： 25.6ha 

856.0ha 

事業計画人口 20,820人 10,390人 31,210人 

事業計画 
汚水量 

日平均：8,070㎥/日 
日最大：9,630㎥/日 

日平均：3,490㎥/日 
日最大：4,210㎥/日 

- 

 

表 2.2.2 整備状況（令和元年度末） 

事業種別 公共下水道事業 

処 理 区 浜名湖処理区 新居処理区 合計 

整備面積 359.8ha 212.4ha 572.2ha 

処理区域内人口 15,509人 10,370人 25,879人 

人口普及率 
処理区域内人口／行政人口 

36.8％ 72.5％ 43.5％ 

水洗化人口 12,710人 8,596人 21,306人 

整備率 
整備面積／全体計画面積 

47.4％ 54.8％ 49.9％ 

水洗化率 
接続人口／処理区域内人口 

82.0% 82.9% 82.3％ 
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図 2.2.1 下水道計画一般図 
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 組織及び事務分掌 2.3.

 組織 (1)

湖西市の下水道事業の組織体制を図 2.3.1 に示す。 

下水道課は環境部に属しており、管理係と工務係より構成されている。 

 

 

図 2.3.1 組織体制 

 

 事務分掌 (2)

環境部下水道課の事務分掌を表 2.3.1 に示す。 

 

表 2.3.1 事務分掌 

環境部 下水道課 

管理係 

(1) 公共下水道事業会計に関すること。 

(2) 下水道使用料に関すること。 

(3) 受益者負担金に関すること。 

(4)  浄化センターの管理運営に関すること。 

(5)  下水道施設の管理に関すること。 

(6)  公共下水道の水質調査及び水質管理に関すること。 

(7)  水洗化の促進に関すること。 

工務係 

(1) 下水道事業の調査及び計画に関すること。 

(2) 下水道工事に関すること。 

(3) 下水道事業に伴う用地の取得及び物件補償に関すること。 

(4) 排水設備に関すること。 

  

環境部 

環境課 
廃棄物 
対策課 

下水道課 

管理係 

工務係 

水道課 



 

8 

 

 下水道担当職員数 (3)

  下水道担当職員数の推移を以下に示す。 

  職員数は 10 人～12 人の間で推移しており、令和元年度では 11 人となっている。今後

は、職員数の増加は見込めないため、現状と同程度の職員数となる見込みである。 

損益勘定職員（管理係）は、下水道事業の企画・調整、受益者負担金・下水道使用料

の徴収等、浄化センターの管理運営を行っている。また、資本勘定職員（工務係）は、

下水道事業の調査・計画、下水道工事、排水設備指定工事店の許可・指導・監督を行っ

ている。 

表 2.3.2 下水道担当職員数 

 

 

 

図 2.3.2 下水道職員数の推移 

 

  

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

職員数 12 12 12 11 11 10 11 12 11 11

損益勘定職員 人 6 6 6 5 6 6 6 7 7 7

資本勘定職員 人 6 6 6 6 5 4 5 5 4 4

年度
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 計画概要 2.4.

 湖西市下水道事業経営戦略を策定するにあたり参照する各種計画は、以下に示すものが

ある。 

 

＜市の総合計画等＞ 

①湖西市総合計画（現在見直し中） 

  

 

＜下水道計画等＞ 

① 浜名湖流域別下水道整備総合計画（現在見直し中） 

 ②湖西市一般廃棄物処理基本計画（生活排水編）（令和元年度）（以下、「生排構想」とい

う。） 

③下水道アクションプラン 

 ④湖西市公共下水道全体計画（以下、「全体計画」という。） 

 ⑤湖西市公共下水道事業計画（以下、「事業計画」という。） 

⑥湖西市公共下水道ストックマネジメント計画（以下、「ストックマネジメント計画」と

いう。） 
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 現状分析 3.

  人口の推移 3.1.

本項では過年度における人口の推移について整理する。 

湖西市の行政人口は平成 22 年度より減少傾向にあり、令和元年度では約 6 万人と、10

年間で約 4％減となっている。 

処理区域内人口は増加傾向にあり、令和元年度で約 2.6 万人となっている。行政人口の減

少と処理区域内人口増に伴い、人口普及率は増加傾向にあり、令和元年度で約 44％と、10

年間で約 9％増となっている。 

水洗化人口も処理区域内人口と同様増加傾向にあり、令和元年度で約 2.1 万人となってい

る。水洗化率も増加傾向にあり、令和元年度で約 82％となっている。 

 

表 3.1.1 人口推移 

 

図 3.1.1 人口普及             図 3.1.2 水洗化率 

 

 

  

年度 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

行政人口 人 62,291 61,861 61,486 61,248 61,027 60,628 60,306 59,861 59,640 59,560

処理区域内人口 人 21,668 23,601 24,486 25,008 25,361 25,638 25,825 25,760 25,711 25,879

人口普及率 ％ 34.8 38.2 39.8 40.8 41.6 42.3 42.8 43.0 43.1 43.5

水洗化人口 人 15,997 17,818 18,798 19,674 20,566 21,122 22,072 20,804 21,062 21,306

水洗化率 ％ 73.8 75.5 76.8 78.7 81.1 82.4 85.5 80.8 81.9 82.3

処理区域面積 ha 456 503 526 536 543 548 554 558 559 572
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  水量の動向 3.2.

本項では過年度における水量の動向について整理する。 

 総処理水量及び有収水量 (1)

総処理水量は増加傾向にあり、令和元年度で約 2,231 千㎥/年となっている。 

有収水量も総処理水量と同様に増加傾向にあり、令和元年度では約 2,135 千㎥/年とな

っている。また、有収率については概ね横ばい傾向にあり、令和元年度では約 96%とな

っている。 

1 日 1 人当り有収水量は、0.25～0.28 ㎥/日を推移しており、令和元年度では 0.27 ㎥/

日・人となっている。 

 

表 3.2.1 有収水量推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図 3.2.1 有収率          図 3.2.2 1日 1 人当り有収水量 

 

 

 

 

 

 

  

年度 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

総処理水量 m3/年 1,646,844 1,754,888 1,954,258 2,000,890 2,058,760 2,135,076 2,161,960 2,205,533 2,205,090 2,230,758

有収水量 m3/年 1,561,414 1,641,778 1,808,394 1,902,063 1,952,702 2,039,955 2,100,124 2,136,487 2,124,744 2,134,514

有収率 ％ 94.8 93.6 92.5 95.1 94.8 95.5 97.1 96.9 96.4 95.7

水洗化人口 人 15,997 17,818 18,798 19,674 20,566 21,122 22,072 20,804 21,062 21,306

１日１人当り有収水量
m3/日・

人
0.27 0.25 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26 0.28 0.28 0.27
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 規模別有収水量 (2)

有収水量の内訳を見ると、100㎥/月以下の使用者の合計有収水量の割合は増加傾向にあ

り、令和元年度では有収水量全体の約 86％と平成 22年度から 11.4％増加している。100㎥

/月以上の使用者の合計有収水量の割合は減少して令和元年度では約 14％となっており、水

利用については小規模使用者が大きな割合を占めている。 

 

表 3.2.2 規模別水量推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3 規模別水量 

  

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

水洗化人口 人 15,997 17,818 18,798 19,674 20,566 21,122 22,072 20,804 21,062 21,306

有収水量 千m3 1,562 1,642 1,808 1,902 1,953 2,040 2,100 2,136 2,125 2,135

100㎥/月以下 千m3 1,162 1,372 1,518 1,602 1,652 1,725 1,762 1,787 1,802 1,832

101㎥/月以上 千m3 400 270 290 300 301 315 338 349 323 303

100㎥/月以下 % 74.4% 83.6% 84.0% 84.2% 84.6% 84.6% 83.9% 83.7% 84.8% 85.8%

101㎥/月以上 % 25.6% 16.4% 16.0% 15.8% 15.4% 15.4% 16.1% 16.3% 15.2% 14.2%

項目
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 処理場流入汚水量 (3)

次頁以降に平成 27 年度から令和元年度の 5 ヵ年における処理場の流入水量の推移を示す。 

本市は、湖西浄化センター（浜名湖処理区）と新居浄化センター（新居処理区）の 2 浄

化センターにより、汚水処理を行っている。 

湖西浄化センターの流入水量の推移をみると、毎年 6 月から 10 月頃に雨天日の流入水量

が晴天日の流入水量の 1.5 倍近くになる月があり、雨天時浸入水の影響があると考えられる。 

新居浄化センターの流入水量の推移も同様に、雨天日の流入水量が晴天日の流入水量の

1.2 倍近くになる月があり、雨天時浸入水の影響があると考えられる。 

 

  



 

 

 

 

 

図 3.2.4 湖西浄化センター流入水量の推移  
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○日最大流入汚水量（全日時）：全ての天候下
で 1か月のうちで最も汚水の流入が大きかっ
た日の流入汚水量。 
○日最大流入汚水量（晴天時）：10mm以上の
降雨日とその翌日の流入汚水量を除いて、1
か月のうちで最も汚水の流入が大きかった日
の汚水流入量。 
○日平均流入汚水量（晴天時）：10mm以上の
降雨日とその翌日の流入汚水量・日数を除い
た１か月の合計流入汚水量を日数で割った
値。 
 
 

1
4
 



 

 

 

 

 

 

図 3.2.5 新居浄化センター流入水量の推移 
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た日の流入汚水量。 
○日最大流入汚水量（晴天時）：10mm以上の
降雨日とその翌日の流入汚水量を除いて、1
か月のうちで最も汚水の流入が大きかった日
の汚水流入量。 
○日平均流入汚水量（晴天時）：10mm以上の
降雨日とその翌日の流入汚水量・日数を除い
た１か月の合計流入汚水量を日数で割った
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 投資及び整備状況 3.3.

本項では過年度における事業費、整備状況について整理する。 

管渠費は減少傾向にあり、整備延長、整備面積も減少傾向にある。 

処理場費は水処理系列の増設に伴う費用、ポンプ場費はマンホールポンプ測量調査の費

用であり、単発的に発生しており、今後も同様な傾向であると想定される。 

 

表 3.3.1 事業費及び整備面積推移 

 

※本表の費用算定は千円単位で行っている為、表記数値で算定を行うと相違する場合がある。 

 

 

図 3.3.1 事業費及び整備面積 

 

 

 

 

 

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

百万円 945 651 686 487 742 670 420 468 260 353

百万円 461 0 0 14 34 0 0 0 0 0

百万円 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

百万円 1,406 651 686 501 776 670 420 468 260 353

ha 456 503 526 536 543 548 554 558 559 572

ha 24 47 23 10 7 5 6 4 1 13

km 7 9 7 3 3 10 1 2 0 2

km 118 127 134 137 140 150 151 153 153 155

ポンプ場費

年度

合計

累計整備面積

整備面積

整備延長

累計

処理場費

管渠費
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 維持管理の状況 3.4.

本項では過年度の維持管理費について整理する。 

維持管理費は約 2.6億円から約 3.6億円の間で推移しており、近年は上昇傾向がみられる。

令和元年度では約 3.6 億円となっている。 

維持管理費の約 80％は処理場費が占めている。管渠費は近年 0 円であるが、今後、増加

していくものと想定される。また、総係費が平成 30 年度から倍増している要因は、人件費

を総係費で見るようになったためである。 

有収水量当りの維持管理単価は、150～170 円/㎥を推移しており、令和元年度では約 170

円/ｍ3となっている。 

 

表 3.4.1 維持管理費推移 

※本表の費用算定は千円単位、水量は㎥単位で行っている為、表記数値で算定を行うと相違する場合がある。 

 

 

図 3.4.1 維持管理費 

 

  

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

維持管理費 百万円 260 274 313 302 329 315 321 327 347 364

管渠費 百万円 10 7 17 11 14 11 5 3 0 0

処理場費 百万円 205 226 246 252 267 273 283 281 266 283

総係費 百万円 45 40 50 39 48 31 32 42 81 81

有収水量 千m3 1,561 1,642 1,808 1,902 1,953 2,040 2,100 2,136 2,125 2,135

円/ｍ3 164.3 166.5 172.2 157.5 168.2 153.7 151.1 153.1 163.3 170.7

年度

有収水量当り単価
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 財務状況 3.5.

本項では決算書を基に過年度の財務状況を整理する。なお、本市は平成 30 年に公営企業

法を適用しており、決算が下水道特別会計から企業会計へと変更になったため、平成 30 年

度より前とそれ以降で分けて整理を行う。 

3.5.1. 収支状況 

 歳入（法非適用） (1)

歳入状況は、平成 22 年度が約 24.5 億円と他年度と比較して多かったが、その後は約 15.2

億円から約 18.2 億円と横ばい傾向にあり、平成 29 年度では約 16.4 億円となっている。平

成 29年度の内訳については、繰入金が約 46.7%と割合が最も大きく、次いで市債が約 22.2%、

使用料が 14.4%を占めている。 

 

表 3.5.1 歳入状況推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.1 歳入状況 

款 項・目 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

分担金及び負担金 百万円 66 72 61 70 70 33 28 28

負担金 百万円 66 72 61 70 70 33 28 28

使用料及び手数料 百万円 190 200 221 231 243 254 262 236

下水道使用料 百万円 190 200 221 231 243 254 262 236

総務手数料 百万円 1 1 1 1 1 1 1 1

国庫支出金 百万円 564 229 232 165 262 253 99 150

下水道事業費国庫補助金 百万円 564 229 232 165 262 253 99 150

繰入金 百万円 841 798 821 799 814 863 888 766

一般会計繰入金 百万円 841 798 821 799 814 863 888 766

繰越金 百万円 122 93 97 59 56 27 72 94

繰越金 百万円 122 93 97 59 56 27 72 94

諸収入 百万円 13 14 1 1 2 9 14 2

雑入 百万円 12 12 0 0 0 7 11 0

過年度収入 百万円 2 2 1 1 2 2 3 2

市債 百万円 654 271 259 195 372 327 205 365

市債 百万円 654 271 259 195 372 327 205 365

百万円 2,451 1,677 1,693 1,520 1,819 1,766 1,568 1,642合計
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 歳出（法非適用） (2)

歳出状況は歳入と同様に、平成 23 年度以降はほぼ横ばいで、平成 29 年度では約 15.4 億

円であり、約 35％を元金償還金、約 30％を事業費、約 21％を業務費が占めている。 

他の年度と比較し平成 22 年度の事業費が大きい要因は、湖西浄化センターの水処理系列

の増設を行ったためである。 

元金償還金は増加傾向、業務費は横ばい、事業費は減少傾向にある。 

 

 

表 3.5.2 歳出状況推移 

 

 

図 3.5.2 歳出状況 

 

  

款 項・目 単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

事業費 百万円 1,667 926 999 803 1,106 985 741 795

業務費 百万円 260 274 313 302 329 315 321 327

事業費 百万円 1,406 652 686 501 776 670 420 468

公債費 百万円 691 654 634 660 687 709 733 743

元金償還金 百万円 457 416 399 429 462 491 525 545

支払利息 百万円 234 238 235 231 224 218 208 198

百万円 2,358 1,579 1,634 1,463 1,792 1,694 1,474 1,538合計
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 収益的収支（法適用） (3)

 収益的収入 1）

 下水道事業収益は、13.3 億円～13.4 億円程度を推移している。 

 令和元年度では、他会計補助金が約 6.5 億円で全体の 48.5％を占めており、次いで長期

前受金戻入が約 4.3 億円で約 31.6％を占めている。 

 

表 3.5.3 下水道事業収益状況推移 

 

     ※本表の費用算定は千円単位で行っている為、表記数値で算定を行うと相違する場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5.3 下水道事業収益状況      図 3.5.4 R1年度下水道事業収益内訳 

 

 

 

  

款 項 目 単位 H30 R1

下水道事業収益 百万円 1,326 1,344

営業収益 百万円 247 267

下水道使用料 百万円 247 267

営業外収益 百万円 1,078 1,077

他会計補助金 百万円 643 652

長期前受金戻入 百万円 434 425

特別利益 百万円 1 1

過年度損益修正益 百万円 1 1

百万円 1,326 1,344合計
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 収益的支出 2）

下水道事業費用は、13 億円前後を推移している。 

 令和元年度では、減価償却費が約 7.5 億円で 58.1％と全体の半分以上を占めており、次

いで処理場及びポンプ場費が約 2.8 億円で約 21.9％を占めている。 

 

表 3.5.4 下水道事業費用状況推移 

 

※本表の費用算定は千円単位で行っている為、表記数値で算定を行うと相違する場合がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

                             

  図 3.5.5 下水道事業費用状況       図 3.5.6 R1年度下水道事業費用内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 目 単位 H30 R1

下水道事業費用 百万円 1,314 1,293

営業費用 百万円 1,113 1,108

管渠費 百万円 0 1

処理場及びポンプ場費 百万円 266 283

総係費 百万円 76 73

減価償却費 百万円 770 751

営業外費用 百万円 193 185

支払利息及び企業債取扱諸費 百万円 189 178

雑支出 百万円 4 8

特別損失 百万円 8 0

その他特別損失 百万円 8 0

百万円 1,314 1,293合計
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（4）資本的収支（法適用） 

1）資本的収入 

 資本的収入は、4.9 億円～6.1 億円程度を推移している。 

 令和元年度では、企業債が約4.3億円で71.0％、次いで国庫補助金が約1.2億円で約19.0％

を占めており、このふたつで資本的収入の 9割を占めている。 

 

表 3.5.5 資本的収入状況推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 図 3.5.7 資本的収入状況          図 3.5.8 R1年度資本的収入内訳 

 

 

 

 

 

 

  

款 項 目 単位 H30 R1

資本的収入 百万円 490 607

企業債 百万円 267 431

企業債 百万円 267 431

他会計出資金 百万円 83 15

他会計出資金 百万円 83 15

他会計補助金 百万円 30 29

他会計補助金 百万円 30 29

補助金 百万円 86 115

国庫補助金 百万円 86 115

負担金 百万円 23 17

受益者負担金 百万円 23 17

百万円 490 607合計
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2） 資本的支出 

資本的支出は、約 8.2 億円～9.3 億円を推移している。 

 令和元年度では、企業債償還金が約 6 億円で全体の 64.6％を全体の半分以上を占めてお

り、次いで管路建設改良費が約 3.3 億円で約 35.3％を占めている。 

 

表 3.5.4 資本的支出状況推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 3.5.5 資本的支出状況        図 3.5.6 R1年度資本的支出内訳 

 

 

款 項 目 単位 H30 R1

資本的支出 百万円 824 926

建設改良費 百万円 250 328

管路建設改良費 百万円 243 327

固定資産購入費 百万円 7 1

企業債償還金 百万円 574 598

企業債償還金 百万円 574 598

百万円 824 926合計



 

24 

 

 下水道使用料 (4)

 下水道使用料体系 1）

湖西市の下水道使用料体系は以下のとおりである。 

現行の使用料体系は、令和元年 10月 1日に改定されたものであり、基本料金と超過料金

を合算する二部料金制を採用し、超過料金は使用水量が大きいほど単価が大きくなる累進

制を採用している。 

 

表 3.5.5 湖西市下水道料使用料体系（2か月あたり：税込） 

 

 

基本料金 16㎥まで 1,728.0円 2,168.0円 440.0円

17㎥～ 118.8円 149.0円 30.2円

51㎥～ 129.6円 162.6円 33.0円

151㎥～ 140.4円 176.1円 35.7円

301㎥～ 151.2円 189.6円 38.4円

501㎥～ 162.0円 203.2円 41.2円

基本料金 16㎥まで 1,728.0円 2,168.0円 440.0円

超過料金（1㎥につき） 17㎥～ 10.8円 13.5円 2.7円

1㎥につき 162.0円 203.2円 41.2円

改定差額水量料金体系用途 現行
（10％）

改定前
（8％）

一般汚水
超過料金（1㎥につき）

臨時使用汚水

公衆浴場

下水道使用料
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 使用料収入 (5)

使用料収入は増加傾向にあり、令和元年度では約 2.7 億円となっている。有収水量も増加

しているが、使用料収入の増加率の方が大きいため、使用料単価は増加傾向にあり、令和

元年度では約 125.0 円/㎥である。なお、平成 29 年度は使用料収入が減少している要因は、

企業会計に伴う打切り決算のためであり、使用料単価も同様である。 

 

表 3.5.6 使用料単価推移 

 

※本表の費用算定は千円単位、水量は㎥単位で行っている為、表記数値で算定を行うと相違する場合がある。 

 

 

 

図 3.5.7 使用料単価 

 

                          

 

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

下水道使用料 百万円 190 200 221 231 243 254 262 236 247 267 ①

有収水量 千m3 1,561 1,642 1,808 1,902 1,953 2,040 2,100 2,136 2,125 2,135 ②

使用料単価 円/m3 121.49 121.67 121.95 121.52 124.27 124.63 124.95 110.43 116.30 124.95 ③＝①/②
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 一般会計繰入金 (6)

本項では、一般会計繰入金について示す。 

過年度の推移を見ると、約 7～9億円で増減を繰り返しており、平成 29 年度以降は基準

外繰入金を減らすことにより繰入金が減ってきている。 

 

 表 3.5.7 一般会計繰入金推移  

 

 

 

図 3.5.8 繰入金内訳 

 

  

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

一般会計繰入金 百万円 841 798 821 799 814 863 888 766 757 696

基準内繰入金 百万円 420 371 343 356 371 382 395 469 556 537

基準外繰入金 百万円 422 427 478 442 443 480 493 297 201 159



  

  

27 

 

 企業債残高について (7)

企業債残高は減少傾向にあり、令和元年度では約 99 億円である。 

 

表 3.5.8 企業債残高推移 

 

 

 

図 3.5.9 企業債残高 

 

 

 

  

単位 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

企業債残高 百万円 11,622 11,477 11,337 11,102 11,012 10,847 10,528 10,347 10,041 9,874
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3.5.2. 経営指標による分析 

本項では過年度の経営比較分析表を整理し、各経営指標における本市と、全国同規模都

市、全国及び静岡県内同規模都市との比較を行った。比較においては、本市の公共下水道

事業の大部分を占める「公共」で行った。 

また、同規模都市とは、経営比較分析表の基本情報「類似団体区分」のことを指す。 

比較を行った指標は以下のとおりである。 

 

（1）経費回収率 

 （2）汚水処理原価 

 （3）施設利用率 

 （4）水洗化率 

 （5）使用料単価 

 

表 3.5.9 経営指標における推移 

 

 

 

  

単位 H26 H27 H28 H29 H30

経費回収率

湖西市 ％ 36.46 38.37 37.59 38.43 70.64

全国同規模都市平均※ ％ 42.22 72.33 75.54 81.74 82.88

全国平均 ％ 96.57 98.53 100.04 101.26 100.91

静岡県内同規模都市平均※ ％ 34.47 35.91 41.52 45.16 57.82 島田市、下田市、吉田町

汚水処理原価

湖西市 円/m3 340.83 324.90 324.08 287.43 164.65

全国同規模都市平均※ 円/m3 300.07 215.28 207.96 194.31 190.99

全国平均 円/m3 142.28 139.70 137.82 136.39 136.86

静岡県内同規模都市平均※ 円/m3 370.76 364.98 310.42 332.30 263.55 島田市、下田市、吉田町

施設利用率

湖西市 ％ 53.03 54.56 56.39 54.86 56.39

全国同規模都市平均※ ％ 42.07 54.67 53.51 53.50 52.58

全国平均 ％ 60.35 60.01 60.09 60.13 58.98

静岡県内同規模都市平均※ ％ 51.25 52.60 53.28 52.26 51.11 島田市、下田市、吉田町

水洗化率

湖西市 ％ 81.68 83.50 85.39 80.45 81.68

全国同規模都市平均※ ％ 63.92 83.80 83.91 83.51 83.02

全国平均 ％ 94.57 94.73 94.90 95.06 95.20

静岡県内同規模都市平均※ ％ 81.08 82.11 82.85 83.57 74.41 島田市、下田市、吉田町

使用料単価

湖西市 円 124.27 124.63 121.86 110.43 116.30

全国同規模都市平均※ 円 153.50 154.30 154.40 155.60 154.40

全国平均 円 138.90 138.70 138.20 138.60 136.40

静岡県内同規模都市平均※ 円 126.73 128.96 128.92 129.32 123.40 島田市、下田市、吉田町

※　同規模都市：処理区域内人口3万人未満、処理区域内人口密度25人/ha以上50人/ha未満、供用開始後年数15年以上30年未満　の都市

　　「経営比較分析表」類似団体区分（総務省）より

経営比較分析表より

経営比較分析表より

経営比較分析表より

経営比較分析表より

経営比較分析表より

年度 備考



  

  

29 

 

 経費回収率 (1)

➣使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 汚水処理原価 (2)

➣有収水量 1 ㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費

の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設利用率 (3)

➣施設・整備が 1日に対応可能な処理能力に対する、一日平均、処理水量の割合であ

り、施設の利用状況や適正規模を判断する指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

■評価基準■ 

・低いほど良い 

■分析結果■ 

・平成 30 年度に急激に低くなり、同規模

都市平均は下回る状況となった。 

 

 

 

■評価基準■ 

・高いほど良い 

・100％以上が目標 

■分析結果■ 

・平成 30 年度に急激に上がったが、全国

平均に比べて低い状況にあり、汚水処理

に係る費用を一般会計繰入金に依存し

ている状況である。 

 

■評価基準■ 

・100％が目標 

■分析結果■ 

・同規模都市平均、全国平均と同程度であ

るが、効率的な施設利用を考えると、

100％に近づけていく必要がある。 
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 水洗化率 (4)

➣現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理をしている人口の

割合を表した指標である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 使用料単価 (5)

➣1m3あたりの使用料収入を表した指標。 

 

 

 

 

 

 

 

■評価基準■ 

・高いほど良い 

■分析結果■ 

・全国同規模都市平均とは同程度である

が、全国平均と比較しても低い状況にあ

り、水質保全や安定した使用料収入確保

のため、水洗化率の向上に努め、100％

に近づける必要がある。 

 

■評価基準■ 

・低い方が利用者にとっては良いが、経費

回収率等の他の指標と組み合わせた判

断が必要。 

■分析結果■ 

・汚水処理原価を回収できていない状況

で、国の基準としている 150 円/㎥と比

べても低い。 
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 課題の抽出 4.

前項の現状分析より考えられる、湖西市下水道事業の課題について整理する。 

 課題の整理方法 4.1.

課題の整理・分析については「SWOT 分析」を用いた。湖西市下水道事業の現状を、 

内部環境 ： 「強み」 「弱み」 

外部環境 ： 「機会」 「脅威」 

に整理し、それらを組み合わせたクロス分析を行い、今後の対応方針を検討した。 

 

 SWOT分析とは 4.2.

 SWOT 分析とは、戦略策定やマーケティングの意思決定、経営資源の最適化などを行うた

めのフレームワークのひとつであり、経営戦略を策定する際にも用いられている。分析方法

のイメージを図 4.2.1 に示す。SWOT 分析を行う事で内部環境・外部環境で発生しうる問題

点の解決策を見つけることが可能となる。 

 

①内部環境を「強み」「弱み」、外部環境を「機会」「脅威」に整理する。 

  
内部環境：独自の強み・弱み 

  
外部環境：取り巻く環境 

（人・組織・情報・ノウハウ・施設など） （法律・制度など） 

強み 

(S) 

目標達成へ導く組織の特質 機会 

(O) 

目標達成へ導く外部の特質 

◇内部環境による強み ◇外部環境による機会 

弱み 

(W) 

目標達成への妨げとなる組織の特質 脅威 

(T) 

目標達成への妨げとなる外部の特質 

◇内部環境による弱み ◇外部環境による脅威 

②整理した「強み（Strength）」「弱み（Weakness）」「機会（Opportunity）」「脅威（Threat）」

を組み合わせたクロス分析を行い今後の方針を策定する。 

  
外部環境 

機会(O) 脅威(T) 

内
部
環
境 

強み 

(S) 

積極的戦略 

（強みを機会に活かし、大きく成長する） 

差別化戦略 

（強みを活かし脅威による悪影響を回

避する） 

弱み 

(W) 

段階的戦略 

（弱みを補強し機会を活かす） 

自発的戦略 

（弱みを理解し脅威による悪影響を回

避する） 

 

図 4.2.1 SWOT 分析について 
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 現状の整理 4.3.

湖西市下水道事業において内部環境における強み・弱み、外部環境における機会・脅威を

整理した。 

なお、本検討による内部環境、外部環境の定義は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 人口動態 (1)

 ■内部環境 

①処理面積の増加に伴い処理区域内人口は増加傾向である。⇒強み 

■外部環境 

①行政人口は減少傾向である。⇒脅威 

 

 需要動向 (2)

■内部環境 

①水洗化人口が増加傾向のため、有収水量も増加している。⇒強み 

②水洗化率は 80％程度で低い状況である。⇒弱み 

■外部環境 

①節水意識の定着や節水器具の普及等、節水型社会の推進による水利用の減少。⇒脅威 

 

 施設の把握 (3)

■内部環境 

①管渠費は減少しており、やや面整備の進捗が良くない。⇒弱み 

②ストックマネジメント計画を策定している。⇒強み 

③未耐震施設残存により、今後の耐震化費用の増加。⇒弱み 

④汚泥の市内処理を予定している。⇒強み 

■外部環境 

①下水道施設の老朽化により、今後の改築・更新費用の増加。⇒脅威 

 

 組織体制 (4)

■内部環境 

①資本勘定職員数が減少している。⇒弱み 

■外部環境 

①技術継承が十分ではない。⇒脅威 

  

内部環境：湖西市下水道事業独自の強み・弱み 

外部環境：湖西市下水道事業を取り巻く環境 
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 広域化・共同化 (5)

 

■外部環境 

①国による広域化・共同化・最適化の推進。⇒機会 

 

 民間活力 (6)

■内部環境 

①新居浄化センターにて、包括的民間委託による維持管理を実施している。⇒強み 

■外部環境 

①国による包括的民間委託の推進。⇒機会 

 

 その他 (7)

■内部環境 

①経費回収率はやや低く、一般会計繰入金に依存している状況である。⇒弱み 

②企業債残高は減少傾向にあるが、現在（令和元年度時点）では約 98.7億円となってい

る。⇒弱み 

③維持管理単価は上昇傾向である。⇒弱み 

④公営企業会計の適用。⇒強み 

⑤経営戦略の策定。⇒強み 

■外部環境 

①経営基盤強化が求められている。⇒機会 

②自然災害への備え。⇒脅威 

③適正な使用料金の設定。⇒機会 
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 下水道事業経営の基本方針 5.

 湖西市の現状と課題を踏まえ、今後も持続可能な下水道事業経営を行うために、基本方針

を位置付ける。 

 STEP1：課題の整理 5.1.

前項の現状把握より表面化した課題及び検討事項を、SWOT 分析の手法を用いて「内部環

境」における「強み・弱み」、「外部環境」における「機会・脅威」に振り分けて整理し、表 5.1.1

に示す。 

表 5.1.1 課題の整理 

内
部
環
境 

強み 弱み 

①処理区域内人口は増加傾向。 

②水洗化人口が増加傾向のため、有収水

量も増加。 

③ストックマネジメント計画策定済み。 

④汚泥の市内処理を予定。 

⑤新居浄化センターにて包括的民間委

託を実施。 

⑥公営企業会計の適用。 

⑦経営戦略の策定。 

Ⓐ汚水の面整備はやや進捗が良くない。 

Ⓑ未耐震施設残存により、今後の耐震化費

用の増加。 

Ⓒ資本勘定職員数が少ない。 

Ⓓ経費回収率はやや低く、一般会計繰入金

に依存。 

Ⓔ水洗化率が低い。 

Ⓕ企業債残高が多い（令和元年度時点で約

98.7億円）。 

Ⓖ維持管理単価は上昇傾向。 

外
部
環
境 

機会 脅威 

ⓐ国による広域化・共同化・最適化の推

進。 

ⓑ国による包括的民間委託の推進。 

ⓒ経営基盤強化が求められている。 

ⓓ適正な使用料金の設定。 

㋑行政人口は減少傾向。 

㋺節水意識の定着や節水器具の普及等、節

水型社会の推進による水利用の減少。 

㋩下水道施設の老朽化により、今後の改

築・更新費用の増加。 

㊁技術継承が十分ではない。 

㋭自然災害の備え。 
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 STEP2：戦略の抽出 5.2.

前項にて抽出した課題よりクロス分析を行い、各戦略の洗い出しを行う。 

クロス分析とは、整理した課題に対し、強み・弱み・機会・脅威を表 5.2.1 のとおりに組

み合わせる手法であり、4 種の戦略の抽出を行う。 

 

表 5.2.1 クロス分析手法 

内部環境 × 外部環境 戦略 

Ⅰ 強み × 機会 積極的戦略➣強みを活かし、事業の機会を積極的に取り入れる。 

Ⅱ 弱み × 機会 段階的戦略➣弱みを改善して、段階的に取り組んでいく。 

Ⅲ 強み × 脅威 差別化戦略➣脅威に対して強みを活かしていく。 

Ⅳ 弱み × 脅威 自発的戦略➣弱みを克服し、現状維持を図る。 

  

表 5.2.2 クロス分析結果（戦略の抽出） 

 強み 弱み 

機
会 

Ⅰ 積極的戦略【強み×機会】 Ⅱ 段階的戦略【弱み×機会】 

●老朽化設備の改築・更新【③④×ⓐ】 

●新居浄化センターにて包括的民間委託

を実施中【⑤×ⓑ】 

●包括的民間委託の活用及び更なる推進

【⑤×ⓑ】 

●企業会計の適用【⑥×ⓒ】 

●経営戦略の進捗管理、検証及び見直し

を実施する仕組みの確立【⑦×ⓒ】 

●汚水処理の更なる推進【Ⓐ×ⓒⓓ】 

●財政の健全化【Ⓓ×ⓒⓓ】 

●国等が求める施策への取り組み 

【Ⓐ～Ⓖ×ⓐⓑ】 

脅
威 

Ⅲ 差別化戦略【強み×脅威】  Ⅳ自発的戦略【弱み×脅威】 

●使用料収入の確保【①②×㋑㋺】 

●ストックマネジメント計画の策定 

【③×㋩】 

●職員の専門知識や技術の継承及び人材育成【Ⓒ

×㊁】 

●地震対策の推進【Ⓑ×㋭】 

●普及活動の推進【ⒹⒺ×㋑㋺】 
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 STEP3：戦略の分類分け 5.3.

 STEP2 にて抽出した戦略を【ⅰ:最重要戦略】【ⅱ:更なる推進が求められる戦略】【ⅲ:実施

済みの戦略】【ⅳ:今後取組むべき戦略】に分類し、湖西市下水道事業が掲げる基本方針の設

定を行う。 

本経営戦略の基本方針としては、上記のうちⅰ～ⅲの戦略を位置付けた。 

なお、【ⅳ:今後取組む戦略】は現時点で具体的な対策や目標を定めることが困難な戦略の

ため基本方針からは除くが、引き続き留意が必要である。 

 

 

図 5.3.1 戦略の分類分け 

 

 

ⅰ：最重要戦略 

➣早急に戦略に取り組まなければならない下水道事業運営に影響を及ぼすもの 

•職員の専門知識や技術の継承及び人材育成 

•汚水処理の更なる推進 

•効率的かつ効果的な施設の改築・更新 ＝ ストックマネジメント計画に沿った改築・更新の推
進 

•財政の健全化 

•水洗化率の向上に向けた普及活動の推進 

 

ⅱ：推進が求められる戦略 

➣GRADEUPさせることでさらに下水道事業運営がさらに向上されるもの  

•国等が求める施策への取り組み 

•包括的民間委託の活用及び更なる推進  ＝  国等が求める施策への取り組み 

•経営戦略の進捗管理、検証及び見直しを実施する仕組みの確立 

 

ⅲ：実施済みの戦略 

➣今後も継続して実施していくもの 

•企業会計の適用             

•新居浄化センターにおける包括的民間委託の実施 

 

ⅳ：今後取組むべき戦略 

➣財政状況などにより早急に取組むことは困難だが、次回の経営戦略検証時に優先的に検
討を行うべきもの 

•地震対策の推進 

基 

本 

方 

針 
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 STEP4：基本方針の決定 5.4.

 上位計画との整合 (1)

 湖西市では、平成 23 年度から 10 年間のまちづくりの指針となる新しい総合計画を策定し

ている。 

 本市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」で構成されており、現行計画（新・湖西市総合

計画 2011～2020）は 2020 年までとされている。なお、次期総合計画（2021 年～）は現在

策定中であり、「第 6 次湖西市総合計画」として、以下をキャッチフレーズに、まちづくりを

すすめていく予定である。 

「ひと・自然・業
わざ

」がつながり 

未来へ続く わがまち ＫＯＳＡＩ 

 ここで、実践計画第Ⅰ期（2021～2025 年）として戦略に掲げているもののうち、下水道

事業に関係する項目を抜粋し、表 5.4.1 に示す。基本方針の決定にあたっては、下表の内容

を取り入れ、整合を図る。 

 

表 5.4.1 第 6次湖西市総合計画抜粋 

項目 概要 

戦略 安全・安心・福祉・医療 

戦略方針 安全・安心な社会を構築するため、いつまでも健やかに暮らせる

まちをつくります。 

戦略目標 安心して暮らせるまちと感じる市民の割合（市民意識調査） 

2020 年 84.3％ → 2025 年 88.0％ 

施策名 廃棄物・上下水道 

施策方針 ●廃棄物の３R 運動の取り組みにより家庭から発生するごみ量の

削減を目指す。 

●上水道の安定供給、公共下水道整備を推進し、快適な住環境を

提供する。 

キーワード アセットマネジメント 

基本事業 ●家庭ごみの減量推進 

●水道事業の安定 

●公共下水道の整備 
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 基本方針の決定 (2)

第 6 次湖西市総合計画のキーワードである「アセットマネジメント」に注目し、「ヒト」、

「モノ」、「カネ」の 3 つの観点で、図 5.3.1 で掲げている湖西市下水道事業が今後取り組む

べき事項をとりまとめ、湖西市下水道事業経営戦略の基本方針とした。 

 

 

 

 

●技術者の確保（人材） 

資本勘定職員数が少なく、技術継承が十分ではない。研修等を受講し技術の向上を図る。 

 

 

 

 

●汚水処理の更なる推進 

上位計画と整合を図りつつ、管渠施設の整備を行い、生活環境の改善及び公共用水域の

水質保全を図る。 

参照とする計画：湖西市公共下水道事業全体計画、湖西市公共下水道事業計画 

 

●効率的かつ効果的な施設の改築・更新 

湖西・新居浄化センターの機械・電気設備、マンホールポンプを中心に、設置から標準

耐用年数を経過する施設が発生するため、施設の老朽化対策を推進する。 

参照とする計画：湖西市公共下水道ストックマネジメント計画（改築更新の平準化） 

 

 

ヒト 

モノ 
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●財政の健全化 

一般会計に過度に依存しない自立した事業経営を図るために、適正な財源のあり方（補

助金の確保、企業債の活用、使用料の改定）を検証する。また、水洗化率向上に向けて、

普及活動を推進する。 

 

●国等が求める施策への取り組み 

「広域化・共同化・最適化」や「民間活力の活用」等、下水道事業を持続可能なものと

するために国が打ち出す施策を参考にしていく。また、他部署とも連携のうえ、共同処理

（汚泥の市内処理）を検討する。 

  

カネ 
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参考資料１：用語の解説 

 

一般
いっぱん

会計
かいけい

繰入金
くりいれきん

 

建設、維持管理等の下水道事業特別会計に対して、市の一般会計から繰入れられる資金の

ことです。 

 

 

改築
かいちく

 

管きょ・マンホール等の下水道施設の全部または一部の再建設あるいは取り替えを行うこ

とです。 

 

企業
きぎょう

会計
かいけい

 

官庁会計ではなく、企業会計原則に基づき、一般企業と同様に複式簿記及び発生主義を採

用した経理方式です。 

 

企業債
きぎょ うさい

 

地方公共団体が地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるために起こす地方債の

ことです。 

 

企業債
きぎょ うさい

償還
しょうかん

金
きん

 

企業債の発行後、各事業年度に支出する元金償還額とその利息支払額の合計金額のことで

す。 

 

経費
け い ひ

回収率
かいしゅうりつ

 

汚水処理に要した費用に対する下水道使用料による回収率です。この値が高いほど健全経

営で、望ましいとされています。 

 

減価償却費
げんかしょうきゃくひ

 

固定資産のうち、時の経過により減価する資産を減価償却費といい、見積もられた耐用年

数により毎事業年度の事業費として配分する計算上の費用であり、現金支出を伴わない費

用のことです。 

 

建設
けんせつ

改良費
かいりょうひ

 

公営企業の固定資産の新規取得又は増改築等に要する経費のことです。 
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広域化
こ う い き か

・共同化
きょ うど うか

・最適化
さ い て き か

 

下水道事業の効率的な運営を目標に、複数の市町村等による処理区の統合、下水汚泥の共

同処理、維持管理業務の共同化、ICT活用による集中管理等の取組みのことです。 

 

公営
こうえい

企業
きぎょ う

会計
かいけい

 

地方公営企業法で定める 7 事業（水道、工業用水道、軌道、自動車運送、鉄道、電気、ガ

ス）及び市町村の条例で同法の適用を定めた事業において、発生主義に基づく複式簿記等

の企業会計を採用し、原則として、独立採算、自立経営を行うもののことです。政府にお

いては、アセットマネジメントの推進、事業の透明性の向上を図る観点から、公営企業会

計の導入を促進しており、人口 3 万人以上の地方公共団体においては、平成 31 年度（令和

元年度）までに、人口 3万人未満の地方公共団体においても平成 35年度（令和 5年度）ま

でに公営企業会計を導入することとされています。 

 

公共用
こうきょうよう

水域
すいいき

 

水質汚濁防止法※では、河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供される水域、及

びこれに接続する公共溝きょ、灌既用水路その他の公共の用に供される水路と規定されて

います。 

※水質汚濁防止法：水質汚濁防止を図るため、工場及び事業場からの公共用水域への排出および地下水

への浸透を規制、さらに生活排水対策の実施を推進、国民の健康を保護し、生活環境を保全すること

を目的としています。 

また、工場及び事業場から排出される汚水及び廃液により人の健康に係る被害が生じた場合の事業者

の損害賠償の責任を定め、被害者の保護を図ることとしています。 

 

更新
こうしん

 

改築のうち、対象とする下水道施設の全部の再建設あるいは取り替えを行うことです。 

 

 

 

事業
じぎょう

計画
けいかく

 

下水道事業の整備にあたっては、全体計画に基づき優先度の高い地区、整備の進捗状況及

び行・財政状況などを勘案し、概ね５～７年以内に整備可能な区域について事業計画を定

め、下水道法に基づく手続きを経て、都道府県知事の認可を受け実施することとなります。

また、事業計画の認可区域は、事業の進捗に応じ順次拡大していきます。 

 

資本的
し ほ ん て き

収入
しゅうにゅう

および資本的
し ほ ん て き

支出
ししゅつ

 

下水道を整備するために必要となる収入と支出のことです。 
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収益的
しゅうえきてき

収 入
しゅうにゅう

および収益的
しゅうえきてき

支出
ししゅつ

 

下水を処理するために必要となる収入と支出のことです。 

 

修繕
しゅうぜん

 

施設の機能が維持されるよう部分的に補強、取り替え等により修復することです。 

 

受益者
じゅえきしゃ

負担
ふ た ん

金
きん

 

公共事業の実施により利益を受けるものに対して、その受ける利益の限度において事業費

の一部を負担する費用のことです。 

 

使用料
しようりょう

単価
た ん か

 

有収水量１立方メートルあたりの使用料収入。使用料の設定水準を示す数値です。 

 

処理
し ょ り

区
く

域内
いきない

人口
じんこう

 

管きょ等の下水道施設の整備が完了し、下水道を利用可能となった区域内の人口のことで

す。 

 

処理
し ょ り

水量
すいりょう

 

下水処理場で処理した全汚水量のことです。 

 

水洗化
す い せ ん か

人口
じんこう

 

処理区域内人口のうち、実際に下水道に接続している人口のことを指します。 

 

水洗化率
すいせんかりつ

 

下水道整備済み区域内で実際に下水道へ接続した人口の割合のことです。 

 

ストックマネジメント計画
けいかく

 

下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な下水道事業の実施を図るため、明確な目標を定め、

膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道

施設を計画的かつ効率的に管理するための計画でのことです。 

 

全体
ぜんたい

計画
けいかく

 

下水道で整備する区域についての諸元(計画エリア、幹線管路の位置等)を計画することを

いいます。下水道事業を行うにあたっては、この全体計画を最初に策定し、事業認可を受

け、実施設計を行い、工事に着手するといった流れとなります。 
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耐震化
た い しん か

 

地震が発生した時においても、下水道としての機能を損なわない、もしくは早期の復旧が

可能となるように、下水道施設を補強またはつくりかえることをいいます。 

 

耐用
たいよう

年数
ねんすう

 

固定資産がその本来の用途に使用できると思われる推定年数をいいます。一般的に、下水

道の管きょは 50年とされています。 

 

長期
ち ょ う き

前受金
まえうけきん

 

長期前受金は公営企業会計基準の見直しにより新設されたもので、減価償却資産の取得に

伴い交付される国庫補助金、一般会計繰入金等を計上するものです。対象減価償却資産の

耐用年数に合わせて各事業年度の収入に振替が行われます。 

 

 

 

排水
はいすい

設備
せ つ び

 

台所やトイレからの汚水を公共下水道に流出させるための施設で、土地、建物などの所有

者及び管理者が設置・管理するものです。 

 

普及率
ふきゅうりつ

 

下水道の整備状況を表す指標の一つで、行政区域内人口に対する下水道整備済み人口の割

合のことです。 

 

 

 

民間
みんかん

活力
かつりょく

 

民間事業者等の活動全般・活動する力（潜在能力を含む）のことです。「民間活力の導入」

とは、市の行政サービスにおいて、「完全民営化、協働事業・助成事業、官民連携事業」の

手法により、民間事業者等の力を活用するものであり、PPPもその一つです。 

 

 

 

有
ゆう

収
しゅう

水量
すいりょう

 

下水道で処理した汚水のうち、使用料収入の対象となる汚水量のことです。 
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有
ゆう

収率
しゅうりつ

 

年間有収水量 ÷ 年間汚水処理水量 × 100 

処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の占める割合で、単位は[％]とな

ります。 

 

 

ＰＤＣＡサイクル 

従来は予算（P:Plan）→執行（D:Do）で終わり、行政サービスを実施した結果の検証（C:Check）

に欠けがちであった行政サービスに評価（Action）を導入し、ＰＤＣＡ（Plan計画→Do実

施→Check評価→Action見直し）という経営のマネジメント・サイクルを確立することに

より、計画（Plan）の有効性と、実施（Do）の効率性の向上を図ることを目的としていま

す。 

 

ＰＦＩ 

プライベイト・ファイナンス・イニシアティブの略称。公共施設等の設計、建設、維持管

理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うこ

とで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方のことです。 

 

ＰＰＰ 

パブリック・プライベート・パートナーシップの略称。官民連携とも呼びます。民間活力

導入のうち、官民が連携して公共サービスの提供を行うスキームのことであり、PFI もそ

のひとつです。 

  

【Ｐ】 

【Ｐ】 



  

  

45 

 

参考資料２：国による通知等 

（1）広域化・共同化・最適化  

①汚水処理の事業運営に係る「広域化・共同化計画」策定について（関係４省連名通知） 
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（2）包括的民間委託 

 ①第 23回下水道における新たな PPP/PFI事業の促進に向けた検討会資料 
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②下水道事業における PPP/PFI事業の実施状況（平成 31年 4月） 

 

 


